
 物理探査及び掘削調査による有望
賦存海域抽出と賦存量推定

 我が国周辺海域での海洋産出試験

 商業化の実現に向けた技術基盤の
整備

 成果を民間に引き継ぐことにより
商業化を促進

○メタンハイドレート
 (独)海洋研究開発機構の地球深

部探査船「ちきゅう」が保有す
るデータの共有や掘削装置や技
術の活用

 海上保安庁が取得したデータの
提供等

○石油・天然ガス
 海上保安庁や(独)海洋研究開発機

構等が取得したデータの提供等
 (独)海洋研究開発機構等の研究

船の活用等

 資源量評価、環境影響評価、採鉱・
選鉱・精錬技術の検討

 技術開発及び優先海域（伊是名海穴
及びﾍﾞﾖﾈｰｽﾞ海丘）における実証試
験、商業化の検討

 成果を民間に引き継ぐことにより商
業化を促進

○海底熱水鉱床
 文部科学省によるセンサー及び探査

機器技術開発等
 (独)海洋研究開発機構が保有する

データ及び船舶、海洋探査機器の
活用等

 海上保安庁が取得したデータの提
供等

各省連携について（海洋エネルギー・鉱物資源開発・調査）

 海外から導入した三次元基礎物理
探査技術の習得及び探査実施

 基礎試錐(上越海丘等）の実施

 国内基礎調査で得られたデータの
民間企業による有効活用

○鉱物資源及びエネルギーに関する総合的な政策
○石油・ガス・鉱物及びこれらの製品の安定的かつ
効率的な供給の確保（鉱業法）

○科学技術に関する基礎研究及び科学技術に関する共通的な
研究開発（文部科学省）

○水路の測量（海上保安庁）

必要に応じ政府部内でデータを共有（含大陸棚延伸）

経済産業省 文部科学省/国土交通省（海上保安庁）

総合海洋政策本部了承基本的な方針・計画

試
掘
・
技
術

開
発

海洋エネルギー・鉱物資源開発計画 （経済産業省 総合資源エネルギー調査会石油分科会、鉱業分科会）

探
査

産
業
化

海洋資源探査技術実証計画 （文部科学省 科学技術・学術審議会 海洋開発分科会）

（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構

評価とフィードバック

探
査
・機
器

技
術
開
発

経済産業省の評価及び総合海洋政策本部の枠組み
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○電力の安定的かつ効率的な供給
の確保（電気事業法）

○新エネルギー政策（固定価格買取法）

【海洋エネルギー】

○技術開発（風力以外）

【海洋エネルギー】

○発電システム実証研究
【風力エネルギー】

○ ２ＭＷ級着床式洋上風力（銚子沖及び北

九州沖）及び浮体式洋上風力発電システム
（ウィンドファーム）（世界最大級、福島沖）

○洋上風力の固定価格設定（実証事業
を通じたデータによる経済性評価を前提）

○洋上風力発電所の導入・普及（将来的に
海洋エネルギーも）

各省連携について（海洋再生可能エネルギー）

○船舶・海洋構造物の安全の確保（船舶
安全法）
○港湾の利用（港湾法）

○航路の整備・保全・管理
○造船に関する事業の発達等

○先導的な取組の推進（港湾）

○浮体式洋上風力発電施設 技術基準
○浮体式洋上風力発電施設の安全ガイド

ラインの策定、国際標準化の先導
○洋上大型風車作業船の実用化推進

国土交通省

○環境の保全に関する基本的な政策・
関係省庁との調整

○自然景観の保全、生物多様性の保全
○環境影響評価（環境アセス法）

○２ＭＷ級浮体式洋上風力発電電シス
テム（国内初、長崎五島沖）

○環境アセス対象化（風力）

○浮体式洋上風力発電施設環境影響
評価の手法検証

各省・地方公共団体連携

海洋再生可能エネルギーの利用促進

実
証

経済産業省 環境省

「海洋再生可能エネルギー利用促進に関する今後の取組方針」（本部決定）基本的な方針・計画

○実証フィールド（内閣官房、上記３省、
農林水産省、地方公共団体）

○海域利用調整の仕組み（内閣官房、
上記３省、農林水産省）

○海洋台帳の整備（内閣官房、上記３省、
文部科学省、農林水産省、防衛省）

○大学における基礎研究活用の推進
（文部科学省）

技
術
開
発

導
入
・普
及

評価とフィードバック 各省の評価及び総合海洋政策本部の枠組み

注：青字は、「取組方針」に基づく今後の政策




